
電話

(第 3

(第 5

(第 4

単位

人

① 人

② 人

③ 人

④ 人

①

②

③

【指標の定義（算式等）】

研修参加者数（最大値） 50 23 23 30

成 果

指 標

②／③
％ 100 100

研修参加率
％ 100 56 58 60

【指標の定義（算式等）】

15 15
【指標の定義（算式等）】

50 75

調査員必要人員 100 54 339 　h18事業所企業の調査員数

活 動
指 標

会員数 50 41 39 50

調査従事延べ人数(会員) 100 54

基 本
指 標

住民基本台帳人口 61,000 60,729 61,583 61,583

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 900 900 900 900

　総　事　業　費  ①＋④ 1,000 1,000 1,000 900

人  件  費
（概算）

100 100

0.10

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 100 100 100 0

 ② 人　数（年間） 0.10 0.10 0.10

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 100 100

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【統計協議会の平成21年度の活動】
　調査員・指導員として各種統計業務に従事(平成２１年経済センサスー基礎調査、全国消費実態
調査、2010年世界農林業センサス、工業統計調査)  他市における研修・視察研修事業等(2回)

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【統計協議会の平成22年度の活動】
　調査員として各種統計業務に従事(平成22年国勢調査、工業統計)　他市における研修・視察研
修事業等(2回)

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

　統計協議会会員、　統計事務

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　統計事務(国の法律で実施される統計調査)を円滑かつ効率的に実施するため、統計協議会に補
助し、会員の統計に関する調査力の向上や情報交換を図る。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策） 行財政運営

事務事業開始年度 S43
根拠法令等 北広島市補助金等交付規則、北広島市統計協議会補助金交付要領

〃  終了予定年度

内線741

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 岩泉功一 課長職名 櫻井芳信 作成日 平成22年5月28日

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 101 事務事業名 北広島市統計協議会補助金事業 作成部署 企画財政部政策調整課



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　補助金交付基準に見合った補助とすること。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合 　業務の特殊性から協議会への補助は継続するが、会員の高齢化が顕著に
なってきている。また、統計調査の内容が複雑化しており、対象者からも
調査協力が得ずらくなってきており、調査環境は一段と厳しさを増してお
り、統計調査員の確保難はさらに度を強めている。平成22年度は、国勢調
査の実施年であることから会員が中心となり一般調査員(公募)の手本とな
るよう正確な調査に当たるとともに、新規加入会員の確保も積極的に行う
必要がある。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

－ 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

3
　研修等の負担補助はあるが、市の統計業務遂行のための
要素が非常に高く、自己研鑽、個人利益につながらない。

評点区分 　　　３　適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　会員相互や他自治体との情報交換、豊富な経験の積み重
ねにより、調査力の向上が図られる。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

2
　経験豊富な統計協議会との連携による各種調査は概ね効
率的と考えられるが、会員の高齢化が進んでおり、より効
果的な方法の検討が必要である。

チ ェ ッ ク 項 目 平成20年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　各種調査の大半が法定受託事務で行政関与が不可欠であ
り、統計協議会との連携は妥当と考える。

整理番号 101
【３ 評　価 （チェック）】



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠 定額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 99 99 99

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

研修費(補助対象
分)

研修費(補助対象
分)

研修費(補助対象
分)

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 101 101 101

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

19 21 19

支　出　合　計 （Ｃ） 522 481 529

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 11 13 0

26

役務費 20 6 19

その他(予備費等) - 0 10

旅費 7 8 8

支　　出

研修費(補助対象分) 101 213 226

研修費(補助対象外) 374 213 224

負担金 16 16 16

会議費 4 25

300

繰越金 47 10 13

収　入　合　計 （Ｂ） 533 494 529

会費 82 103 98

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 100 100 100

交付金(道・協議会連合会) 17 17 17

諸収入 21 10 1

その他(負担金) 266 254

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 ３９名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

プライバシー意識の高まる中、拒否や非協力的な風潮が拡がるなど統計調査に対する環境は厳し
さを増している。協議会は、会員の統計調査に関する知識の向上を図るとともに、広く統計思想
を普及させることにより、統計業務の振興発展に寄与する。

 交付先団体等の
 活動内容

(1)調査員として各種統計業務に従事
(2)視察研修等・平成21年度　白老町統計調査員との情報交換:参加者15名　・平成22年国勢調査
に向けた実施方法等の研修：参加者23名

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 北広島市統計協議会補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市統計協議会補助金　会長　永宮利幸 設立年 昭和23年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 101 ＜継続用＞



電話

（第 3 章）

（第 5 節）

（第 4

23 ～ 年度

点

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点
し、団体等に対する補助金等は全項目について採点す
る。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいてい
ること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であるこ
と
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれ
ていること

5

（1）「北広島市補助金等交付規則（昭和61年3
月31日規則第10号）」及び「北広島市統計協議
会補助金交付要領」による。
（2）支出の目的・範囲は当該補助事業の成果
が交付決定の内容と適合している。
（3）会計処理及び使途は、会員の研修事業に
限られており適正である。
（4）監査については、協議会総会において監
査報告を受けている。
（5）「統計調査員の研修事業」は、協議会会
則に規定されており補助の目的と合致してい
る。

採点合計 34

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に
供することのないもの

5
（1）会員が担当した調査区は調査もれ・調査
拒否が少なく、それは調査技術のレベルの高さ
からであり、その効果は市民にいきわたってい
ると判断される。（2）研修内容の質をより高
めるためには、定期的な研修は必要であるが、
研修内容等についてさらに検討する余地はあ
る。

(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 4

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致してい
る

4
（1）統計は行政機関・民間を問わず政策の基
礎資料として欠かすことのできないものであ
り、統計の正確性を確保するためにも実施すべ
き事業であるが、経済情勢の必要性は薄い。
（2）プライバシー意識の高まりにより、守秘
義務の厳正なる履行と調査票の管理等、市民で
もある調査員の資質の向上が市民から強く求め
られている。

(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・
活動である

4

公
益
性

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるも
の
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積
極的に奨励しようとするもの

4

交付先は統計協議会であるが、当会の活動事業
により調査員の確保と資質向上は図られ、正確
な統計調査に寄与しているため、広く市民のた
めになっているが、（1）～（4）には該当しな
い。×３＝

12

100

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か　　□有　　　　■無

評　価　

チェック項目 採点 選択理由、説明等

合　計 100 100 100

地方債
交付金額

国支出金

道支出金

その他特財

一般財源 100 100

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 21年度決算額 22年度予算額
23年度以降予定額

毎年度

（総合計画での
  位置付け）

節 開かれた市政

施策 行財政運営 施策）

補助金等の概要
統計事務(国の法律で実施される統計調査）を円滑かつ効率的に実施するため、統計協議
会の研修事業に補助し、会員の統計に関する調査力の向上や情報交換を図る。

上位施策との関連 章 いきいきとした交流と連携のまち

作成日 平成22年5月28日

交付開始年度
根拠法令等 北広島市補助金等交付規則、北広島市統計協議会交付要領

〃  終了予定年度

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 岩泉功一 課長職名 櫻井芳信

別紙 ３　平成２２年度補助金等評価調書（現行補助金用）

整理番号 0101 補助金等名 北広島市統計協議会補助金事業 作成部署 企画財政部政策調整課 内線741



電話

(第 3

(第 5

(第 4

単位

① 件

② 件

③ 件

④ 件

①

②

③

④÷①

34

501

【指標の定義（算式等）】

実施計画に対する事業実施率

0

51

(384)

（単位：千円）

基 本
指 標 (推進計画事業)

1.50

活 動
指 標

 一般財源

9,000

13,500

3.00

2,969

 地方債

 国支出金

指　　　標　　　名

直接事業費

 道支出金

9,000

22年度(予定値）

9,000
人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費

29,969

9,000

27,000

3,420 1002,969

指　　　　　標　　　　　値

23年度(予定値)

13,600

4,572

468

521

0

3 1

成 果

指 標 【指標の定義（算式等）】

　総　事　業　費  ①＋④

100

1.50 3.00

3,420

100.0

 ① 合　計

473509

0

第3次実施計画事業数

第3次実施計画未実施事業数

第3次実施計画外実施事業数

第3次実施計画実施事業総数

■自治事務　　□法定受託事務 岩泉功一

事務事業開始年度

意　　図

509

110.1

(384)

107.1 (100.0)％

上位施策との関連
（総合計画体系）

0

 ④ ＝②×③ 27,00013,500

16,920 31,572

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

21年度(確定値)目標値

【２ 実　施 （ドゥ）】

4,572

【実施計画の進行管理】
○第3次実施計画の進行管理
【次期総合計画策定】
○長期総合計画審議会からの答申　○次期総合計画の策定（基本構想の議決）
○推進計画の策定

施策） 行財政運営

対　　象
(誰､又は何を)

手
　
　
段

北広島市

 その他特財

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

章）

節）

【１ 計　画 （プラン）】

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成22年5月28日作成日木下信司課長職名

市の政策・施策・事務事業

201

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

【実施計画の進行管理】
○第1次、第2次実施計画の進行管理及び第3次実施計画の進行状況の確認
【次期総合計画策定】
○各種基礎調査の実施（現総合計画の点検、市民・公益活動団体の意識調査、まちづくり提
　　　　　　　　　　　案募集、各種将来推計など）
○長期総合計画審議会の設置及び諮問　○作文・絵画の募集　○市民説明会の開催
○総合計画フォーラムの開催　○原案のパブリックコメントの実施

23年度の予定

　総合計画に基づき、政策・施策の的確な方向付けを行い、めざす都市像の実現を図る。10
年間の計画期間を3次に分け、事業の実施年度や事業量を明らかにする実施計画を策定し、
施策目的の実現を図る。
　現総合計画は平成22年度で終了することから、時代の潮流や社会情勢を的確に捉え、市民
とともに次の時代を展望しながら将来のまちづくりの指針として次期総合計画を策定する。

別紙 １

部長職名

20年度決算

整理番号

21年度決算

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

実施計画の進行管理及び次期総
合計画策定事務

事務事業名

根拠法令等
Ｈ22

内線841作成部署 企画財政部総合計画課

【事業費の推移】

目
　
　
的

22年度予算

地方自治法第2条第4項

事務区分

〃  終了予定年度

いきいきとした交流と連携のまち

開かれた市政

Ｈ13



評点

■ □

□

■

□

□

□ □ ■ □

□ □ □ □

□

□

□

□

□ ■ □

□ □ □

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

３

統合

現状継続

見直し

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

総 合 判 定

（方向性）

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

―

【実施計画の進行管理】
　進行管理については、予算・決算との連動などシ
　ステムの構築などによる効率化が必要である。
【次期総合計画策定】
　策定方針に基づき庁内検討、市民参加などにより
　効率的な策定を行っている。

【 参 考 】

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

拡大重点化

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

休止・廃止

　現在の実施計画の進行管理では、事業を実施した結果が施策目標の達
成に成果をあげたかどうかがわかりにくい、行財政環境の変化や市民
ニーズに適切に対応しにくいなどの課題がある。
　これらのことから、政策評価と総合計画の連動を図り、計画・予算・
評価など行政運営の一元化をめざし、それぞれの事業単位の統一や財務
会計システム利用による効率化、次期総合計画指標の活用による成果重
視の進行管理を実施する。また、3ヶ年の推進計画を毎年度見直すことに
より、社会情勢の変化や市民ニーズに対応する。

　本年度で第5次総合計画及び推進計画を策定、次年度以降進行管理及
び推進計画のローリングによる見直しを実施すること。（平成22年度
は計画策定年である。）

終了

見直し 見直し前年度の総合判定

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

効
率
性

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【外部評価】 （外部評価委員会による評価）

事業担当部局による評価

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

【実施計画の進行管理】
　概ね計画事業は実施されている。未実施の事業及
　び計画外事業については、事業環境の変化、国等
　の関連などからやむを得ず生じるものである。
【次期総合計画策定】
　長期総合計画審議会をはじめ、市民参加により計
　画を策定していることから有効である。

公
平
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

妥
当
性

整理番号 201

拡大重点化

見直し拡大重点化

現状継続

３

－

２

外部評価委員会による評価

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

平成23年度に向けた具体的な方向性

統合 終了

統合

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

見直し

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

内部評価委員会による評価

休止・廃止

現状継続

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

【３ 評　価 （チェック）】

平成21年度における評価　（現状と課題）

有
効
性

【実施計画の進行管理】
　総合計画のめざす都市像を具現化するため、実施
　計画の 進行管理をすることは妥当である。
【次期総合計画策定】
　本市がめざす将来像を示し、その実現に向けたま
　ちづくりの指針として策定することは妥当である。

チ ェ ッ ク 項 目



電話

(第 ３

(第 ５

(第 ４

単位

① 件

② 件

③ 件

④ 件

①

②

③

92.52 94.39
[（Ｂ＋Ｃ）／（Ａ－Ｄ）]×100

①のうち「停止」項目数（D) 3 3 4 3

成 果

指 標

実行計画の進行状況
％ 68.52 54.63

【指標の定義（算式等）】

61.68 64.49
[Ｂ／（Ａ－Ｄ）]×100

実行計画の着手状況
％ 91.67 85.19

66 69

①のうち「着手」項目数（C) 25 33 33 32

活 動
指 標

実行計画の改革項目数（A） 111 111 111 111

①のうち「実行」項目数の累計（B) 74 59

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 10,800 10,800 10,800 10,800

　総　事　業　費  ①＋④ 10,918 10,808 11,097 10,965

人  件  費
（概算）

297 165

1.20

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 118 8 297 165

 ② 人　数（年間） 1.20 1.20 1.20

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 118 8

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

■17年度：外部委員会の提言を踏まえ、北広島市行財政構造改革大綱を策定(５月)。大綱に
基づく改革の実行計画を策定（10月）。
■18年度：実行計画の進行管理を開始し、１７年度の取組状況を集約して公表。
■19年度：実行計画の進行管理として１８年度の取組状況を集約して公表したほか、実行計
画を見直し、20年3月、実行計画（１９年度改訂版）を策定。
■20年度：実行計画の進行管理を継続し19年度の取組状況を集約し公表。
■21年度：20年度の取組状況の公表。前半5年間の取り組みの検証。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　平成21年度は大綱策定から5年目となり、実行計画に記した「具体的な改革を集中して実施
する期間」の最終年度になる。このため、平成22年度は、実行計画の定期進行管理、未実施
項目の進行管理を行うとともに改革推進期間の前半の検証を行い、後半5年間にどの様な改革
を進めていくか基本的な考え方や新たな改革項目の検討を実施し報告書として公表する。大
綱、実行計画の素案作成。大綱のパブリックコメント。大綱の決定。

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

行財政の運営方法、職員、市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　政策評価の導入、市民参加・協働の推進、健全な財政運営、行政運営システムの改革など
を重点項目として抜本的な改革・改善を行い、より効率的で効果的な行財政運営を行う。
　同時に、行財政改革を推進することで、職員の意識改革を図る。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策） 行財政運営

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 岩泉　功一 課長職名 工藤　　正 作成日 平成22年5月31日

別紙 １　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 ２－１ 事務事業名 行財政改革推進事業 作成部署 企画財政部改革推進課

事務事業開始年度 H７
根拠法令等 北広島市行財政構造改革推進本部の設置及び運営に関する要綱

〃  終了予定年度

内線８８１



評点

□ ■

□

■

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　自己評価のとおり現状継続とする。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

　今後も着実に改革を進めるために行財政構造改革・実行計画の進行
管理を継続する。
　また、改革推進期間の前半5年間の検証を行い、実行計画及び大綱の
見直しを行う。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

－ 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

3
　行財政改革は健全な行財政運営を目指すものであり、
特定の個人・団体を対象としない。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

　改革項目の実施率は伸びているが、未実施項目の精査
を行う必要がある。
　改革項目実施による効果額、大綱の基本目標がどれだ
け達成されたかなど、前半5年間の検証を行い、見直し
を行う必要がある。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　当事業の予算規模に対して、事業成果に伴う財政効果
は大きい。しかし事業の実施方法についてはさらに効率
性を高めるよう検討する必要がある。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　行財政改革は社会の要請に合致する。
　健全で効率的な行財政運営や市民との協働を推進する
ために必要な事業であり、行政が自ら取り組まなければ
ならない事業である。

整理番号 2-1
【３ 評　価 （チェック）】



電話

(第 ３

(第 ５

(第 ４

単位

件

件

① 件

② 件

③ 件

④ 件

①

②

③

2,300
（10月下旬）

2,400
（10月下旬）ホームページアクセス件数

改善評価の数（外部評価） 8 3 5 5

成 果

指 標

改善評価率
％

22.22
53.33

8.16
20.00

【指標の定義（算式等）】

11.31
33.33

11.11
33.33③/①、④/②

公表の状況 件
月

2,500
（10月下旬）

2,223
（10月下旬）

50 15

改善評価の数（市評価） 90 36 50 50

111

活 動
指 標

評価対象事務事業数（継続） 450 441 168 450

外部評価対象（①の内数） 15 15

基 本
指 標

事務事業数（継続・新規） 441+27 442+10 450

施策事業数 111 111

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 10,800 10,800 10,800 10,800

　総　事　業　費  ①＋④ 11,314 11,294 11,264 11,264

人  件  費
（概算）

464 464

1.20

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 514 494 464 464

 ② 人　数（年間） 1.20 1.20 1.20

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 514 494

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

■事務事業評価　　15年度：継続222事業、新規33事業　16年度：継続257事業、新規72事業　17年
　度：継続447事業、新規38事業　18年度：継続438事業、新規36事業　19年度：継続449事業、新
規
　104事業　20年度：継続446事業、新規2事業　21年度：継続441事業、新規27事業
■補助金等評価　　20年度より実施、現行32件、新規1件　21年度：現行41件、新規4件
■外部評価　　19年度に外部評価委員会を設置し、継続事業19件、新規補助金6件の評価を実施。
　20年度：継続事業15件、補助金11件　21年度：継続事業15件、補助金10件
■内部評価委員会を20年度に設置し、21年度：事務事業評価468事業、補助金等評価41件を実施。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　継続事務事業のうち、6施策の構成事業及び事務改善可能経費の事業の168事務事業、Ｈ23～25ま
での新規事務事業、補助金等の評価を実施予定。
　施策評価の手法の見直しによる一部実施。評価組織として内部評価（2次評価）、外部評価を実
施。

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

行政運営、職員、市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　計画(Plan)を実行（Do）し、評価（Check）して改善（Action）に結びつけ、その結果を次の計
画に活かすといった「PDCAマネジメントサイクル」を行政活動に組み入れ、継続的に事務事業など
を改革改善していくことにより、目的･成果を重視する行政運営へ転換する。
　また、評価結果を分かりやすく公表し、市民等との情報の共有化を図る。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策） 行財政運営

事務事業開始年度 H１２
根拠法令等

　北広島市内部評価委員会設置規程
　北広島市外部評価委員会設置要綱〃  終了予定年度

内線７７２

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 岩泉　功一 課長職名 工藤　　正 作成日 平成22年5月31日

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 0302 事務事業名 政策評価事業 作成部署 企画財政部改革推進課



評点

□ ■

□

■

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　自己評価のとおり現状継続とする

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合 　「Plan（計画）→Do（実施）→Check（評価）→Action（改善）」の
PDCAマネジメントサイクルを確立し、予算編成への活用を図るとともに
担当部局の事務軽減を目指した評価システムの効率化を検討するとも
に、施策評価の一部実施を行い、政策形成や予算編成への活用資料とし
てのシステム化を推進する。
　なお、行政評価支援システムの稼働に向けた検討を行い、事前評価は
２２年度、事後評価については２４年度からの導入を図っていく。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

－ 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３
　評価に伴う改善効果は、広く市民に還元されるととも
に、行政運営全体の効率化につながるものである。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

２
　事務事業評価や施策評価を通して、ＰＤＣＡサイクルが
職員に浸透してきているが、結果については予算編成や政
策形成過程などへの活用システムを構築する必要がある。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

２
　評価作業が長期に亘っていることから、評価作業等につ
いて改善が必要である。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　行政運営システムの改善を進めるための手段であり、行
政活動の説明責任という観点からも行政が関与すべき事務
事業として適切である。

整理番号 0302
【３ 評　価 （チェック）】



電話

(第 ３

(第 ５

(第 ４

単位

① 権限

② 権限

※

①

②

③

成 果

指 標

移譲済み権限の割合
％ 16.33

【指標の定義（算式等）】

17.84 16.34
（Ｂ／Ａ）×100

390 390

Ｂは道の特例条例による移譲済み数

活 動
指 標

権限移譲対象数…………Ａ 2,186 2,186 2,387

権限移譲済数（累計）…Ｂ* 357

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 5,400 5,400 5,400 5,400

　総　事　業　費  ①＋④ 5,417 5,422 5,424 5,424

人  件  費
（概算）

24 24

0.60

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 17 22 24 24

 ② 人　数（年間） 0.60 0.60 0.60

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 17 22

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

■職員への地方分権に関する資料の提供。（公記録保管所への資料掲載等）
■道州制に向けた北海道からの市への事務・権限移譲の取り組み。
■市町村合併に係る市民アンケートの実施。（Ｈ18）
■道州制、支庁制度改革の情報収集・調査。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　北海道から市への事務・権限移譲への取り組み。
  地域主権改革の情報収集。
　職員・市民への地方分権に関する情報の提供。

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市職員、市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　地域主権に関する情報提供を行い、「自主・自立の市政運営と市民参加」を理念に、地域
主権の自治に対する職員の意識高揚、市民のパートナーシップ意識の醸成を図る。
　また、道州制、支庁制度改革などの自治制度改正の動きに即した取り組み（事務・権限の
移譲等）を進める。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策） 行財政運営

事務事業開始年度 H７
根拠法令等

〃  終了予定年度

内線８８１

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 岩泉　功一 課長職名 工藤　　正 作成日 平成22年5月31日

別紙 １　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 ２－３ 事務事業名 地方分権推進事業 作成部署 企画財政部改革推進課



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　自己評価のとおり現状継続とする。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合 　行政サービスを提供する基礎自治体として、地方分権の推進に伴う
事務・権限及び税財源の移譲、道州制や支庁制度改革などについて、
検討を重ねるとともに、市、道、国の動向や情報を職員や市民に提供
する。
　事務・権限移譲については、真に市民の利便性の向上が図られる、
本市のまちづくりにとって有益性が高いことなどを基準に、充分な検
討により取捨選択を行った中で権限移譲を受けることとする。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

－ 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

3
　地域主権の推進は行政活動や市民生活に広く関わるた
め、全体への還元につながるものである。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

　事務・権限の移譲受入れは市民の利便性・有益性およ
び市の体制面を十分考慮し、これらに適うものは受け入
れてきた。また、分権に対する市民・職員の意識を高め
るうえで市民参加条例や協働の指針の施行は効果が大き
い。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

2

　地域主権推進の基本となる「自主・自立の市政運営及
び市民参加」については、行財政改革、政策評価、市民
協働など各分野での対応を進め、地域主権型社会に対応
できる体制を整えている。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　地域主権とは、国から地方へ権限や財源を移し、「地
方の自己決定・自己責任」「国と地方の対等協力関係」
を築くことにある。
　移譲後の受入体制など基礎的自治体として取り組まな
ければならない課題である。

整理番号 2-3
【３ 評　価 （チェック）】



電話

(第 3

(第 5

(第 4

単位

千円

① 千円

② 千円

③ ％

④

①

②

③

3.00

1.600

1.20

600,000

2,714 2,704 2,704

0.50 0.50

2.00 2.00

0.873 0.873 0.873％

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

2,717

 地方債

 国支出金

直接事業費

【指標の定義（算式等）】

当選倍率

年あたり発行コスト

【発行総額÷申込金額】

　総　事　業　費  ①＋④

2,717

0.10 0.10

2,828

【総発行経費÷発行額÷３年】

指　　　標　　　名

300,000

600,000

活 動
指 標

倍

2,7192,828 2,7172,717

指　　　　　標　　　　　値

23年度(予定値)

3,617

2,719

359,800

22年度(予定値）

市場公募債発行総額 300,000 300,000 300,000

0.50

購入申込金額

発行手数料

発行利率

成 果

指 標

部長職名

【２ 実　施 （ドゥ）】

20年度決算

地方財政法第5条、地方債同意等基準

事務区分

〃  終了予定年度

上位施策との関連
（総合計画体系）

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

章）

節）

いきいきとした交流と連携のまち

開かれた市政

意　　図 　市の資金調達の方法を多様化し健全な財政運営を行う中で、市場公募債の購入を通じて、
市民に投資家という立場で市政に対する関心を高めてもらい、市民参加意識の醸成を図る。

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

手
　
　
段

施策） 行財政運営

対　　象
(誰､又は何を)

市の予算、市民

平成21年度まで

（単位：千円）

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

【１ 計　画 （プラン）】

別紙 １

H19

○平成２２年度予定～発行総額３億円、１人当たり購入上限３００万円

北広島市

 その他特財

 ④ ＝②×③ 900900

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費

 道支出金

0.10

9,000

900

9,0009,000

3,617

0.10

9,000

900

3,728 3,619

21年度(確定値)目標値

900,000

 ① 合　計

 一般財源

23年度の予定

0402

■自治事務　　□法定受託事務 岩泉　功一

事務事業開始年度

課長職名

整理番号

21年度決算

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

住民参加型市場公募債の発行事務事業名

根拠法令等

内線６２６

【事業費の推移】

目
　
　
的

22年度予算

平成22年5月　　日作成日中屋　直

作成部署 企画財政部財政課

○平成１９年度～発行総額１億５千万円、１人当たり購入上限１００万円
○平成２０年度～発行総額２億５千万円、１人当たり購入上限３００万円
○平成２１年度～発行総額３億円、１人当たり購入上限３００万円



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

　市場金利の動向を注視し、発行コストの点からあまりにも不利であ
れば発行を休止することも考慮しなければならないが、現時点では市
民の関心も高く、市民参加意識の醸成を図ることができている。
　より市民に身近な事業に要する経費に充当し、多くの市民に参加し
ていただけるものとしていく。
　近年の低金利から応募者が減少したこともあり、発行時期を初年度
購入者に対する償還後とするなどの検討が必要である。

統合

現状継続

見直し

　発行コスト（発行利率、発行額に応じて変更する手
数料）により市場公募によらない通常の起債より割高
となるケースがあり、一概に効率的とは言えないが、
市民参加意識の醸成という目標達成にはやむを得ない
部分もある。

　購入が可能である市民のみが参加でき、利息を受け
取ることができる事業である。

3

3

2

現状維持

【 参 考 】

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

　平成２１年度応募者に対しアンケート調査を実施し
たところ、市民の参加意識は非常に高い。

【外部評価】 （外部評価委員会による評価

法律の義務付けあり

公
平
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

事業担当部局による評価

総 合 判 定

（方向性）

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けなし

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

【３ 評　価 （チェック）】

平成21年度における評価　（現状と課題）

　市民協働、市民参加による市政運営が求められてい
ることから、市民に参加意識を持ってもらう一つの
きっかけを作る意味で必要である。

チ ェ ッ ク 項 目

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

効
率
性

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化

現状継続

整理番号 0402

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

現状維持前年度の総合判定

　発行コストが通常の起債より割高となるケースがあり、市場金利の
動向を注視すること。（実行計画改革項目No7:ミニ市場公募債の導
入）

外部評価委員会による評価

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

内部評価委員会による評価

拡大重点化

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

休止・廃止

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

評点区分

平成23年度に向けた具体的な方向性

統合 終了

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化

終了

今後の方向性に対する意見

見直し 休止・廃止

現状継続

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了

見直し

統合

休止・廃止

3

妥
当
性

有
効
性



電話

(第 3

(第 5

(第 4

単位

① 人

②

③

④

①

②

③

整理番号 0601

北広島市表彰条例　　北広島市表彰条例施行規則
〃  終了予定年度

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

作成部署 総務部総務課事務事業名 表彰事務

別紙 １

内線718

章） いきいきといた交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策） 行財政運営

課長職名 福島政則事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 道塚美彦 平成22年5月31日

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

①自治会、関係団体等へ表彰候補者の推薦依頼
②広報紙掲載により市民周知、及び表彰候補者の推薦
③表彰審議会
④表彰審議会より市長へ答申
⑤表彰式（毎年９月１日）

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

同　上

作成日

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

すべての市民及び団体

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　市政の振興に寄与した方、又は多くの方々の模範と認められる行為があった方の功績や事
績をたたえ、市が感謝の意を表すことにより、各分野で地道に活動している方への激励にな
るとともに、市政への意識を高め、市民との協働のまちづくりの促進が図られる。

【１ 計　画 （プラン）】

事務事業開始年度
根拠法令等

上位施策との関連
（総合計画体系）

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

 一般財源 625 569

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

701

9,000

直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 地方債

476

701

　総　事　業　費  ①＋④ 1,435 1,379 1,286

625 569 476

0.09

1,511

人  件  費
（概算）

 ④ ＝②×③ 810 810 810

9,000 9,000

 ② 人　数（年間） 0.09 0.09 0.09

 ① 合　計

810

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000

※1

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

基 本
指 標

13 12

成 果

指 標

活 動
指 標

表彰者数（功労・善行） 18

　※１　目標値は、事業の目的が市や市民のために貢献した方への功績
や事績をたたえ感謝することであり、定めることは難しい。

　成果指標は、市や市民のために貢献した方への功績や事績をたたえ感
謝することであり、現時点で定めることは難しい。

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３

整理番号 0601
【３ 評　価 （チェック）】

　すべての市民、団体を対象に表彰基準に基づいて、
市政の振興に寄与した方、又は多くの方々の模範と認
められる行為があった方の功績及び事績をたたえ表彰
するものであり、当然、市が行わなければならない事
業である。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

３

　被表彰者へ受益者負担を求めることは、不適切であ
る。また、広報等を通じて市民や関係団体等へ広く周
知を図り、推薦を依頼し表彰審議会にて審議すること
で、公平性が図られている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３

　市や市民に対する功績や事績をたたえ表彰すること
に意義があることから、最小の経費で功績者への感謝
の気持ちを表すことができるよう配慮し実施してい
る。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３

　市政の振興に寄与した方、又は多くの方々の模範と
認められる行為があった方の功績及び事績を基準によ
り評価し、表彰する仕組みであり、市政への意識を高
め市民との協働のまちづくりを促進する目的達成のた
めには、有効な手段である。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

拡大重点化 見直し

現状継続

現状継続

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性） 統合

事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

－

現状継続 統合

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

平成23年度に向けた具体的な方向性

　自己評価のとおり、現状継続とする。

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　市政の振興に寄与した方、又は多くの方々の模範と認められる行為
があった方の功績及び事績をたたえ表彰する事業であり、今後も社会
環境の変化等を踏まえ、適宜表彰基準等の見直しを行い時代にあった
表彰制度に改善し事業を継続していく。

休止・廃止

見直し

前年度の総合判定

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】

現状継続

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）



電話

(第 3

(第 5

(第 4

単位

人

① 人

② 人

③ 人

④ 人

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 0704 事務事業名 職員研修事業 作成部署 総務部　職員課

事務事業開始年度
根拠法令等 地方公務員法第39条

〃  終了予定年度

内線727

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 道塚美彦 課長職名 藤木幹久 作成日 平成22年5月31日

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策） 行財政運営

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

①職員自身による「自主研修」への支援
②職場ごとのニーズに応じた「職場研修」への支援
③階層別・課題別に実施、または外部研修機関へ派遣する「職場外研修」を実施
　平成21年度は、市独自研修として「接遇基礎研修」「接遇応用研修」「問題解決能力向上研
修」「政策形成能力向上研修」を外部委託で実施した。
　また、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を使った「普通救命講習」を見受講者を対象に実施し
た。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

「自主研修」「職場研修」「職場外研修」を継続して実施する。なお、市独自研修について
は、「接遇基礎研修」「クレーム対応能力強化研修」「政策形成能力向上研修（基礎・応
用）」「管理・監督者研修」「法務研修」「ＡＥＤ研修」を実施する。

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

　職員

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　職員の事務能力の向上や職務上必要な専門的知識の習得、また、主査・課長職などそれぞ
れの職階に対応した職務遂行能力の向上を目的とするほか、職員の意識改革と組織の活性
化、職員の人間性の向上なども視野に入れ、地方分権時代に対応できる職員の育成に努め
る。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財 180 150 150

 一般財源 3,088 2,872 3,577 3,600

1.00

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 3,088 3,052 3,727 3,750

 ② 人　数（年間） 1.00 1.00 1.00

 ④ ＝②×③ 9,000 9,000 9,000 9,000

　総　事　業　費  ①＋④ 12,088 12,052 12,727 12,750

人  件  費
（概算）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

活 動
指 標

自主研修（参加人数） ― 13 7 7

職場研修（参加人数） ― 77

基 本
指 標

研修対象職員数 ― 491 483 478

―

研修参加人数÷研修参加目標人数

合計（参加人数） ― 363 568 567

成 果

指 標

72 70

職場外研修（参加人数） ― 273 489 490

①研修参加目標人数

②目標達成率

人

％

―

100％

自主研修：6人
職場研修：117人
職場外研修：264人
合計：387人

自主研修：217％
職場研修：66％
職場外研修：103％
合計：94％

自主研修：7人
職場研修：72人
職場外研修：489人
合計：568人

自主研修：100％
職場研修：100％
職場外研修：100％
合計：100％

自主研修：7人
職場研修：70人
職場外研修：490人
合計：567人

自主研修：100％
職場研修：100％
職場外研修：100％
合計：100％



評点

■ □

□

□

□

■

□ ■ □ □

□ □ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　市民サービスの向上、効率的な行政運営を推進する
上で、職員の資質の向上や意識の改革は不可欠であ
り、研修はその一端を担っている。

整理番号 0704
【３ 評　価 （チェック）】

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

　参加人数については概ね目標を達成した。
　市独自研修として新たに「問題解決能力向上研修」
を実施した。
　市独自研修後のアンケート結果は概ね好評であり、
一定の成果が上がったものと考える。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　外部研修機関での研修の実施や市独自研修を外部委
託で実施しており、効率的である。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

見直し

現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 拡大重点化

休止・廃止

　行財政構造改革実行計画に掲げている「接遇の向上」「政策形成能
力の向上」「研修の外部委託化」について重点的に取り組んでいく。
　また、職員の自己能力開発に対するニーズを把握するとともに、外
部研修機関が実施する各種研修のうち、自治体職員としての公務遂行
能力の向上に必要な知識・スキルの習得につながる研修に対し、職員
の派遣を積極的に行う。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　現在の予算の範囲内での外部研修機関等の研修を継続し、職員の資
質の向上や意識の改革を図る。（実行計画改革項目No97:職員の政策形
成能力の向上）

休止・廃止

現状継続 統合 終了

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化

拡大重点化 見直し

統合



電話

(第 3

(第 5

(第 4

単位

人

人

① 人

② 千円

③

④

①

②

③

52 52
　職員福利厚生会事業費÷会員数

成 果

指 標

健康診断の受診者率
％ 100.0 94.9

【指標の定義（算式等）】

100.0 100.0
　　受診者数÷対象者数

職員福利厚生会会員1人当たり事業費

千円 － 54

25,308 25,000

482

活 動
指 標

健康診断の受診者数 － 675 706 701

職員福利厚生会事業費 － 26,625

基 本
指 標

健康診断対象人数 － 711 706 701

福利厚生会会員数 － 495 487

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 2,700 2,700 2,700 2,700

　総　事　業　費  ①＋④ 12,798 12,809 13,271 13,196

人  件  費
（概算）

10,371 10,296

0.30

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 10,098 10,109 10,571 10,496

 ② 人　数（年間） 0.30 0.30 0.30

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財 200 200 200 200

 一般財源 9,898 9,909

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　1～３まで　同上。なお、従来、福利厚生会が市からの交付金事業で行っていた｢生活習慣病
予防事業」については、市が行う人間ドックや健康診断事業に取り込んで行う。
○福利厚生会における各種事業の実施については、「生活習慣病予防事業」を廃止し、規模を
縮小して実施する。

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

職員

１　職員健康診断、総合健診(人間ドック)、健康診断等の実施
２　腰痛対策(腰痛健康診断、腰痛対策イスの配置)
３　メンタルヘルス対策(産業医による相談、職場リハビリテーション等)
４　職員福利厚生会における各種事業の実施(体育事業、生活習慣病予防事業など)

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　職員の安全と健康を確保し、快適な職場環境を形成することは、直接公務能率の向上につな
がることから、「安全衛生委員会」での審議を経て各種健康管理事業を実施し、職員の健康の
保持を目指す。
しまた、職員福利厚生会に対して市からの交付金により、職員の保健、元気回復等を目的とし
た福利厚生事業を実施させている。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策） 行財政運営

事務事業開始年度
根拠法令等 地方公務員法第４２条(厚生制度)

〃  終了予定年度

内線727

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 道塚　美彦 課長職名 藤木　幹久 作成日 平成22年5月31日

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 0705 事務事業名 職員福利厚生事業 作成部署 総務部　職員課



評点

■ □

■

□

□

□

□ □ ■ □

□ □ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

平成23年度に向けた具体的な方向性

　職員の健康管理については、職員の高齢化や心の病の増加により対
応が難しくなってきているが、現在の予算の範囲内で事業内容の見直
しを検討していくこと。交付金については、事業費補助に向け改善さ
れているが、更なる削減に向け検討すること。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

統合 　職員の高齢化や心の病が増加している中で、健康管理の重要性が高
まり、健康管理対策事業の充実が求められており新たな取り組みを検
討する必要がある。
⑤福利厚生会事業については、適正で公平な事業の在り方は時代に
よって変化しており、常に｢使用者責任」と｢市民感覚」のバランスに
配慮しつつ見直しをしていく必要があることから引き続き適宜見直し
を行う。

休止・廃止

終了

現状維持

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 見直し

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

3

　健康診断の実施は事業主の責務であり、必要最小限のも
のは基本的に自己負担を求める性格のものではない。
⑤福利厚生会の交付金事業の一部については同好会への助
成であり全職員対象ではないが、同好会への加入は全職員
とも可能であり偏っているとは考えていない。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

　職員の心身の健康増進を図り、公務能率の向上と効
率的行政運営に寄与しており、目標達成に一定の成果
を上げている。職員の健康管理については、職員の高
齢化や心の病の増加により対応が難しくなってきてお
り、一層の事業充実が求められている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3

　健康診断は、入札により、内容に比べて安い金額で実施
できている。人間ドックは、通常の医療機関で市民が受け
る金額と同額であるが、これはその性質上妥当である。
⑤福利厚生会の交付金事業は、１８年度に外部有識者の意
見も取入れ事業の見直しを行ったが、２１年度、２２年度
も見直しを行っており、今後も継続して検討していく。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　職員の健康管理及び福利厚生事業は地方公務員法の
中で事業主の責務として実施を義務付けられており、
事業の必要性は高く、市の関与は妥当である。
⑤ただし、福利厚生事業の行うべき内容や水準は、時
代とともに変化してきており、適宜見直しをしていく
必要がある。

整理番号 0705
【３ 評　価 （チェック）】



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠
交付金算出式=職員年間給料総額×3.3/1000×調整率
※調整率=予算の範囲内で調整(H20=0.682 H21=0.667 H22=0.431)

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 80 94 83

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業費(補助対象分)及
び運営費(事務局費の一

部)

事業費(補助対象分)及
び運営費(事務局費の一

部)

事業費(補助対象分)及
び運営費(事務局費の一

部)

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 5,945 4,750 3,369

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

16 17 10

支　出　合　計 （Ｃ） 29,741 26,625 28,390

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 2,808 3,174 0

3,068

基金等繰出金 1,049 3,461 575

その他 573 522 4,020

永年勤続等事業費 5,592 5,290 5,390

支　　出

旅行・研修事業費 14,180 8,817 10,822

体育・文化事業費 2,011 1,937 2,065

その他事業費 3,377 3,479 2,450

事務局費 2,959 3,119

0

繰越金 1,493 2,808 3,174

収　入　合　計 （Ｂ） 32,549 29,799 28,390

事業収入・会員負担金 3,856 3,724 3,444

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 4,771 4,463 2,784

会費 14,465 14,190 13,726

基金等繰入金 7,864 4,514 5,262

その他 100 100

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 492人 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

　地方公務員法第４２条(厚生制度)の規定により、本来事業主として市が行わなければならない
｢職員の福利厚生事業」の実施を市に代わって実施する。

 交付先団体等の
 活動内容

　職員の健康増進や元気回復、生活支援、士気向上等を目的に、次の各分野で福利厚生事業を実
施している。
①旅行・研修事業　②体育・文化事業　③慶弔事業　　④永年勤続等に関する事業　　　⑤生活
に関する事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 職員福利厚生会交付金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市職員福利厚生会　理事長　石井潤一郎 設立年 昭和５１年度

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 0705 ＜継続用＞



電話

(第 3

(第 5

(第 4

単位

① 件

② 回

③

④

①

②

③

1.42 1.46
【指標の定義（算式等）】

一月当たり発生件数
0.58 1.00 1.00

【指標の定義（算式等）】

－ － －
【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標

市民一人当たりの負担額
千円/人 1.41

基 本
指 標

住民基本台帳人数（9/30） 60,864 60,900 60,900

活 動
指 標

システム異常発生件数 12 7 12 12

保守回数 1 1

21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

1 1

人  件  費
（概算）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値

 ④ ＝②×③ 10,800 10,800 10,800 13,500

　総　事　業　費  ①＋④ 86,414 85,858 86,330 89,030

 ① 合　計 75,614 75,058 75,530 75,530

 ② 人　数（年間） 1.20 1.20 1.20 1.50

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 その他特財

 一般財源 75,614 75,058 75,530 75,530

直接事業費

 国支出金

【事業費の推移】

 道支出金

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

 地方債

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

　各業務のワークフローにＳＥのフォロー体制を組込み、市民サービスの向上を図るため各業
務の円滑な実施を推進する。

20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市民及び職員

意　　図

行財政運営

住民記録、税賦課、収納管理、国民年金、国保、児童手当、保育料、選挙、市民投票の各シス
テムが適正に運用されることにより、事務の改善、正確性、効率化がなされ市民サービスの向
上を図る。

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　各システムは、行政における基本的な日常業務に直結しており、一時たりとも停止又は誤作
動がゆるされないものであることから、常に適正な稼動を保持するため、システム保守受託会
社との連絡調整・修正作業、各業務システムのデータ処理に係る調整、システムのメンテナン
スを実施している。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成22年5月31日

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） 開かれた市政

施策）

■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 道塚　美彦 課長職名 菅原　直臣 作成日

総務部情報推進課

事務事業開始年度 H12
根拠法令等 住民基本台帳法　地方税法　公職選挙法ほか

〃  終了予定年度

内線７６６

事務区分

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 0801 事務事業名
総合市民情報システム運用管理事

業
作成部署



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

平成23年度に向けた具体的な方向性

　セキュリティ確保のためデーターについては消防署に保管した。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

統合
　住民記録情報を基盤とした総合市民情報システムは、各種業務システ
ムとの連携を機械的に行うなど、各業務における事務の効率性の向上を
図っている。
　自治体クラウドにより住民基本台帳や軽自動車税などのシステムを
サービスとして利用の方策も検討されており、全国的な動向を今後も注
視する必要がある。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成22年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続 － 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　システムの適正な稼働を図るためＳＥの常駐化を行
い、システムの異常時における即応性を高めるなど効率
性が図られている。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　市民に直結したサービスを提供するシステムであり、
業務の効率化による市民サービスに対して有効性は高
い。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３

整理番号 0801
【３ 評　価 （チェック）】

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

－
　総合市民情報システムは各担当部局が使用することか
ら受益者負担には該当しない。

チ ェ ッ ク 項 目 平成20年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　総合市民情報システムは、市の基幹業務全般を補助す
るため、常に適正な稼働を保つ必要がある。
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